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４ 調査結果の概要 

(1) 生活の満足、不安 

 日常生活全般の満足度は高いが、将来への不安も強い。特に、健康、介護、

収入の不安が多い。 

 

ア 日常生活全般についての満足度（Ｑ１） 

日常生活全般についての満足度をみると、「満足している」が 24.6％で、「まあ満足し

ている」57.9％となっており、両方を合わせた「満足（計）」は 82.5％となっている。 

 前回調査（平成 11 年）と比較すると、「満足（計）」は 3.1 ポイント低下している。 

 

図１ 日常生活全般についての満足度（Ｑ１） 

総数
満足
（計）

不満
（計）

平成１６年 (2,862人) 82.5 17.5

平成１１年 (2,284人) 85.6 14.3

平成　６年
（６５歳以上）

(2,454人) 89.3 10.534.1

27.2

24.6

55.1

58.5

57.9

8.5

11.7

13.6

3.8

2.5

2.0
0.2

0.1

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

満足している まあ満足している

やや不満である 無回答

不満である

 

注）平成６年は、65 歳以上の者が対象。なお、平成 11 年及び 16 年の調査結果について、

65 歳以上の者に限定して再集計した場合は次のとおり。 

  ・「満足」（11 年 27.7％、16 年 24.9％）、「まあ満足」（同 59.1％、同 57.5％）、「やや

不満」（同 10.8％、同 13.6％）、「不満（同 2.4％、同 4.0％） 

 

イ 将来の日常生活への不安（Ｑ２） 

将来の自分の日常生活への不安をみると、「多少不安を感じる」が 53.8％と過半数を占

め、「とても不安を感じる」14.1％と合わせた「不安を感じる（計）」は 67.9％とほぼ３

人に２人の割合となっている。 

 前回調査（平成 11 年）と比較すると、「不安を感じる（計）」は 4.3 ポイント高くなっ

ている。 
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図２ 将来の日常生活への不安（Ｑ２） 

総数
不安を
感じる
（計）

平成１６年 (2,862人) 67.9

平成１１年 (2,284人) 63.610.8

14.1

52.8

53.8

36.4

32.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

とても不安
を感じる 多少不安を感じる 不安は感じない

 

 

ウ 不安を感じる理由（Ｑ２－ＳＱ：複数回答） 

将来に不安を感じる人の、不安を感じる理由をみると、「自分や配偶者の健康や病気の

こと」が 71.7％と最も高く、次いで「自分や配偶者が寝たきりや身体が不自由になり介

護が必要な状態になること」51.8％、「生活のための収入のこと」31.3％等の順となって

いる。 

前回調査（平成 11 年）と比較すると、「生活のための収入のこと」が 5.0 ポイント高

くなっている。 

 

図３ 不安を感じる理由（Ｑ２－ＳＱ：複数回答） 

自分や配偶者の健康や病気のこと

自分や配偶者が寝たきりや身体が不自由
になり介護が必要な状態になること

生活のための収入のこと

頼れる人がいなくなり一人きりの暮らし
になること

社会の仕組み(法律、社会保障・金融制
度)が大きく変わってしまうこと

子供や孫などの将来

家業、家屋、土地・田畑や先祖のお墓の
管理や相続のこと

だまされたり、犯罪に巻き込まれて財産
を失ってしまうこと

人(近隣、親戚、友人、仲間など)とのつ
きあいのこと

家族との人間関係

親や兄弟などの世話

言葉、生活様式、人々の考え方などが大
きく変わってしまうこと

その他

無回答

注) *は調査時に選択肢がなく、データが存在しないもの。

71.7

51.8

31.3

19.1

15.7

14.8

7.3

6.1

3.8

3.7

3.3

2.9

0.5

0.2

68.5

52.0

26.3

20.3

13.2

6.9

2.5

2.6

3.6

5.1

0.6

0.3

*

16.4
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平成16年　総数　N=1,943

平成11年　総数　N=1,452
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(2) 家事分担 

家事は「夫婦共同ですべき」が増加。 

 

・ 家事についての意見（Ｑ19） 

家事分担についての意識をみると、「妻がするものだが、夫も手伝うべきだ」が 39.6％、

「夫婦共同ですべきだ」は 29.5％、「妻がすべきだ」が 28.8％となっている。 

 前回調査（平成 11 年）と比較すると、「夫婦共同ですべきだ」が 9.0 ポイント高く、

「妻がすべきだ」が 9.1 ポイント低くなっている。 

 

図４ 家事についての意見（Ｑ19） 

 

総数

平成１６年 (2,862人)

平成１１年 (2,284人) 37.9

28.8

39.1

39.6

20.5

29.5

0.4

0.1 0.2

-

1.8

1.2

-

0.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

妻がすべきだ

妻がするものだ
が、夫も手伝うべ
きだ

夫婦共同ですべ
きだ

無回答

夫がするものだが、妻
も手伝うべきだ

夫がすべきだ

その他

 

 

(3) 移動、外出 

外出時の利用手段は、自動車・バイク・スクーターやバス・電車が最多。道

路の段差、傾斜や放置自転車が外出時の障害。 

 

ア 主な外出手段（Ｑ21：複数回答） 

自分一人で利用できる外出手段をみると、「自動車・バイク・スクーター」が 48.8％と

最も高く、次いで「バス・電車」47.2％、「家の近くの歩行（15 分以内）」37.4％、「自転

車(電動アシスト付き自転車を含む。)」35.0％、の順となっている。 

前回調査（平成 11 年）と比較すると、「自動車・バイク・スクーター」が 10.2 ポイン

ト高く、前回の３番目から、今回は最も高い割合になっている。 
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図５ 主な外出手段（Ｑ21：複数回答） 

自動車、バイク、スクーター（いずれも自ら
運転するもの。身体障害者等が運転できるよ
う特別に装備されているものを含む。）

バス・電車

家の近くの歩行（つえ、シルバーカーなどの
利用を含む。）

自転車(電動アシスト付き自転車を含む。)

おおよそ15分以上の歩行（つえ、シルバー
カーなどの利用を含む。）

タクシーの利用

車椅子、電動車椅子

その他

自分一人で外出することはほとんどない

無回答

48.8

47.2

37.4

35.0

29.7

0.5

0.4

4.8

38.6

38.2

35.6

0.4

0.3

4.2

0.2

-

26.3

30.6

52.8

45.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

平成16年　総数　N=2,862

平成11年　総数　N=2,284  

 

イ 外出時の障害（Ｑ22：複数回答） 

外出するにあたって障害となるものをみると、「道路に階段、段差、傾斜があったり、

歩道が狭い」が 11.3％で最も高く、以下、「バスや電車等公共の交通機関が利用しにく

い」が 9.6％、「交通事故が多く不安」が 8.5％、「道路に違法駐車、放置自転車、荷物の

放置などがある」が 7.5％、「街路灯が少ない、照明が暗い」が 7.2％等の順となっている。 

 

図６ 外出時の障害（Ｑ22：複数回答） 

道路に階段、段差、傾斜があった
り、歩道が狭い

バスや電車等公共の交通機関が利用
しにくい

交通事故が多く不安

道路に違法駐車、放置自転車、荷物
の放置などがある

街路灯が少ない、照明が暗い

ベンチや椅子等休める場所が少ない

トイレが少ない、使いにくい

公共施設等に階段、段差が多く不安

バスや電車などの公共交通機関が未
整備

標識や案内表示が少ない、わかりに
くい

地下通路などが複雑で、どこを歩い
ているかわからなくなる

その他

特にない

注1) 平成６年は、65歳以上の者が対象。
注2) *は調査時に選択肢がなく、データが存在しないもの。
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平成 6年（65歳以上）　総数　N=2,454
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(4) 高齢者向け情報 

高齢者向け情報の情報源は、役所、自治体の広報誌、テレビ、新聞の順。字

の小さなことや情報の信頼性に不満があり、健康、医療、年金の情報を求めて

いる。 

 

ア 高齢者向け情報の情報源（Ｑ28：複数回答） 

 高齢者向け情報の情報源をみると、「役所、自治会の広報紙」が 54.9％と最も高く、次

いで「テレビ」39.6％、「新聞（タウン紙を含む）」37.2％、「友人、隣人」31.8％等の順

となっている。 

 前回調査（平成 11 年）と比較すると、「役所、自治会の広報紙」が 8.1 ポイント高く、

「テレビ」を抜いて前回２番目から、今回は最も高い割合に、また、前回最も割合の高か

った「テレビ」が 9.3 ポイント低くなっている。 

 

図７ 高齢者向け情報の情報源（Ｑ28：複数回答） 

役所、自治会の広報紙

テレビ

新聞（タウン紙を含む）

友人、隣人

家族

公的施設（老人福祉センター、公
民館など）

ラジオ

高齢者向けの雑誌、出版物

イ ン タ ー ネ ッ ト 、 携 帯 電 話
（平成11年以前の調査では「イン
ターネット、パソコン通信」）

その他の雑誌

その他

特にどこからも得ていない

注1) 平成６年は、65歳以上の者が対象。

注2) *は調査時に選択肢がなく、データが存在しないもの。
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6.8
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28.1

27.8
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3.5
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

平成16年　総数　N=2,862

平成11年　総数　N=2,284

平成 6年（65歳以上）　総数　N=2,454
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イ 日常生活情報について不満な点（Ｑ29：複数回答） 

日常生活に関する情報に対する不満をみると、「字が小さくてよめない」が 14.1％、

「どの情報が信頼できるかわからない」が 11.5％、「情報量が多すぎる」8.8％、「情報の

内容がわかりにくい」8.7％等の順となっている。 

 

図８ 日常生活情報について不満な点（Ｑ29：複数回答） 

 

字が小さくてよめない

どの情報が信頼できるか
わからない

情報量が多すぎる

情報の内容がわかりにく
い

必要な情報が乏しい

どこから情報を得たらよ
いかわからない

情報収集に関心がない

情報が遅い

その他の不満

特に不満はない

14.1

11.5

8.8

8.7

6.1

3.4

3.1

0.3

62.6

14.5

5.9

6.2

8.5

3.7

0.4

58.9

5.6
4.6

8.2

7.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

平成16年　総数　N=2,862
平成11年　総数　N=2,284

 
 

ウ 欲しい日常生活情報（Ｑ30：複数回答） 

 日常生活に関する情報で、もっと欲しい内容をみると、「健康づくり」が 20.2％、「医

療」が 16.6％、「年金」が 15.8％、「趣味、スポーツ活動、旅行、レジャー」8.5％等の順

となっている。 

 前回調査（平成 11 年）と比較すると、「年金」が 4.5 ポイント高くなっている。 

 欲しい情報の傾向が、将来に不安を感じる理由（Ｑ２－ＳＱ）と一致しており、不安の

解消のために、情報を求めていることが伺える。 
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図９ 欲しい日常生活情報（Ｑ30：複数回答） 

健康づくり

医療

年金

食生活、食事サービス

地域の行事

相続、預貯金、資産運用、税金

社会奉仕、ボランティア活動

介護用品

一般の日用品・雑貨

衣料品

電化製品

自助具、自助用品

その他

特にない

趣味、スポーツ活動、旅行、レ
ジャー
在宅ケア、介護サービス、家事援
助など生活上の世話
心配ごとや悩みごとに関する相談
サービス

住まい（高齢者向け住宅の供給、
増改築・手直し等）

教養講座の受講などの学習活動、
文化的な催しもの

20.2

16.6

15.8

8.5

7.5

5.8

5.8

5.7

4.4

3.9

3.7

2.8

2.2

1.3

1.3

1.2

0.3

52.1

18.5

9.1

9.8

4.5

5.6

5.0

3.8

4.6

3.5

2.9

1.2

1.1

1.3

0.8

0.2

55.6

6.6
4.5

15.9

11.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

平成16年　総数　N=2,862
平成11年　総数　N=2,284

 

(5) 「高齢者」についての認識 

（年齢を問わず、）「70 歳以上」を高齢者と認識する者が最多。 

 

・ 高齢者とは何歳以上か（Ｑ31） 

一般的に高齢者とは何歳以上だと思うかをみると、「70 歳以上」が 46.7％と最も高く、

次いで「75 歳以上」が 19.7％、「65 歳以上」が 14.0％等の順となっている。 

前回調査（平成 11 年）と比較すると、「75 歳以上」が 5.0 ポイント高く、「65 歳以

上」を抜いて２番目の割合になり、逆に、「65 歳以上」が 4.3 ポイント低くなり、３番目

の割合になっている。 

なお、今回の調査結果と、一般の者（20 歳以上）を対象とした既存の調査を比較した

場合、最も多いのは「70 歳以上」であり、「65 歳以上」を高齢者と思う者は少数となって

いる。 

また、一般の者と比べ、60 歳以上の者の方が、「70 歳以上」を高齢者と思う割合が高

くなっている（一般：67.6％→60 歳以上：77.6％）。 
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図10 高齢者とは何歳以上か（Ｑ31） 

60歳以上

65歳以上

70歳以上

75歳以上

80歳以上

85歳以上

これ以外の年齢

年齢では判断できない

わからない

4.0

14.0

46.7

19.7

10.7

0.2

3.1

1.1

3.8

14.7

9.7

0.3

2.9

1.1

0.5
0.7

18.3

48.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

平成16年　総数　N=2,862

平成11年　総数　N=2,284

 

 

 

（参考）年齢・加齢に対する考え方に関する意識調査結果との比較

今回調査
(総数 N=2,862)

(総数 N=3,941)

 ※内閣府：年齢・加齢に対する考え方に関する意識調査（平成16年）。調査対象は、全国20歳以上の男女6,000人。　

年齢・加齢調査

4.0 14.0 46.7 19.7 10.7

0.5

0.2

3.1

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

60歳以上 65歳以上 70歳以上 75歳以上 80歳以上 85歳以上 これ以外の年齢 年齢では判断できない わからない

1.1

0.6 6.8 18.5 48.7 12.9 6.0 6.5 -

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

およそ55歳以上 およそ60歳以上 およそ65歳以上 およそ70歳以上 およそ75歳以上 およそ80歳以上 一概には言えない 無回答
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(6) 高齢社会に必要な政策 

重点を置くべき対策は、収入、介護、バリアフリー、犯罪防止など。前回に

比べ、犯罪防止が増加。 

 

・ 日々の暮らしに関し社会として重点を置くべきもの（Ｑ32：複数回答） 

本格的な高齢社会の到来に備え、日々の暮らしに関し、社会として重点を置くべき対

策をみると、 

「老後を安心して生活できるような収入の保障」が 52.6％、 

「介護サービスが必要な時に利用できる体制の整備」が 33.8％、 

「高齢者の体が不自由になっても生活できる住宅の整備」28.2％、 

「高齢者の外出・利用に配慮した移動手段・公共交通の整備を含む高齢者に配慮した

街づくりの推進」28.1％、 

「身近に対応してくれる相談体制の整備」22.4％、 

「犯罪防止対策」20.1％ 

等の順となっている。 

前回調査（平成 11 年）と比較すると、「高齢者に対する犯罪（窃盗、詐欺）の防止対

策の推進」が 12.0 ポイント、「高齢者の外出・利用に配慮した移動手段・公共交通の整備

を含む高齢者に配慮した街づくりの推進」が 4.2 ポイント、「老後を安心して生活できる

ような収入の保障」が 4.0 ポイント高く、一方、「介護サービスが必要な時に利用できる

体制の整備」が 8.8 ポイント低くなっている。 

 

図11 日々の暮らしに関し社会として重点を置くべきもの（Ｑ32：複数回答） 

老後を安心して生活できるような収入の保障

介護サービスが必要な時に利用できる体制の整備

高齢者の体が不自由になっても生活できる住宅の整備

高齢者の外出・利用に配慮した移動手段・公共交通の
整備を含む高齢者に配慮した街づくりの推進

高齢者の各種相談について身近に対応してくれる相談
体制の整備

高齢者が慣れ親しんできた習慣・言葉・制度・環境な
どに配慮した社会づくり

高齢者に対する犯罪（窃盗、詐欺）の防止対策の推進

老後を健康で生きがいを持って生活するための多様な
スポーツ、趣味、文化活動などの普及と情報提供

体が不自由になっても、残存機能を利用し自立して生
活できるような高齢者用の用具や器具の開発・普及

若い世代との同居が可能となる住宅の整備

高齢者が利用しやすく安全性を確保した製品の開発

成年後見制度や虐待防止などの高齢者の権利擁護の推
進

高齢者の嗜好に応じた衣服、おしゃれができるような
多様な製品の販売

その他

無回答
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平成16年　総数　N=2,862
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